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基安発o5 ~1 7第1号
平成 23年5月 11日

都道府県労働局長殿

厚生労働省労働基準局

安全衛生部長

(公印省略)

f福島県内の下水処理副次産物の当面の取扱に関する考え方j等について

標記について、別添1のとおり、原子力対策本部から f福島県内の下水処理

副次産物の当面の取扱に関する考え方J(以下 f考え方j という。)が示された

ので通知する。関係事業場における労働者の健康障害を防止するため、電離放

射線障害防止規則(以下「電離則1という。)に基づき、労働者の被ばく管理等

を行うことが求められているところ、その適用等に当たっては、下記事項に留.

意されたい。

なお、思j添2のとおり、福島、茨城及び栃木県知事に対して通知したことを

申し添える。

記

1 下水処理場において、下水汚泥等が電離則第2条第2項の定義に該当する

放射性物質に該当する場合又は下水汚泥等による実効線量が電離則第3条第

1項に定める基準 (3月につき1.3ミリシーベルト (1時間につき 2.5マイ

クロシーベルト))を超えるおそれがある場合には、電離則の関連規定を遵守

する必要があること。

なお、放射性物質に該当する下水汚泥等をセメント原料、路盤材等として

受け入れる事業場においても、電離則の適用の可能性があることに留意する

こと。

2 放射性廃棄物に該当する下水処理場からの汚泥等を運送又は受入れする事

業場が適切に被ばく管理等を行うためには、搬出される下水汚泥等の有害性
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情報が運送又は受入れする事業者に適切に伝達されることが必要であること。

このため、管内の別添3に掲げる下水処理場等放射性物質に該当する下水汚

泥がある下水処理場(以下「検出下水処理場j という。)に対し、放射性物質

に該当する下水汚泥等を搬出する際には、搬出される下水汚泥等の放射性核

種の種類、数量、濃度等について、運送又は受入れする事業者に対し、文書

により通知するよう指導すること。

3 検出下水処理場又はこれら処理場から発生した下水汚泥等を運送文は受入

れする事業場から、被ばく管理等について相談があった場合は、適切な対応

を行うとともに、必要に応じて、労働衛生コンサルタントや作業環境測定機

関(第2号登録)等専門家の紹介等を行うこと。



別添1

福島県内の下水処理副次産物の当面の取扱いに関する考え方

平成23年5月12日

原子力災害対策本部

福島県内の下水処理場の脱水汚泥等並びに当該脱水汚泥を使用したセメント

及び溶融スラグから、別紙のとおり、最高値で44万6千BQ/kg(セシウム-134

とセシウムー137の合計)の濃度の放射性物質が検出されている。このことを受

け、原子力安全委員会からの助言を踏まえつつ、関係府省で検討した当面の取

扱方針を以下のとおり取りまとめる。

|， .脱水汚泥の取扱いの基本的考え方について|

下水処理場の脱水汚泥等について、放射能濃度に応じた適切な管理を行う。

なお、汚泥中の放射性物質の濃度について継続的な測定を行うことにより、今

後の状況変化を把握した上で適切に対応していくことが重要である。

( ， )脱水汚泥のうち、 10万Bq/kgを超える物など測定された放射能濃度が比

較的高いものについては、可能な限り、県内で焼却・溶融等の滅容化処理

を行った上で適切に保管することが望ましい。なお、焼却灰については飛

散防止のため、容器に封入する等の措置が必要である。

(2)脱水汚泥又は脱水汚泥を焼却・溶融した物(' (1)を除く。)について

は、県肉の下水処理場又は一般的に下水汚泥を埋立処分している管理型処

分場の埋立敷地内等に仮置きして差し支えない。この場合、必要に応じて、

運搬時の飛散防止対策を講じることが適切である。

|2.脱水汚泥を利用した副次産物の利用について|
( 1 )脱水汚泥等を再利用して生産するセメントは、受け入れる脱水汚泥等の

放射能濃度の管理や他の原材料との混合・希釈すること等により、クリア

ランスレベル以下となる物は、利用して差し支えない。脱水汚泥を溶融し

たスラグを利用した路盤材等の利用については今後検討する。

(2)既に生産されたセメントによる影響については、本年3月11日以降三れ

までに生産されたセメントのうち最も高い放射能濃度の2倍程度に相当す

るセシウムー134: 500Bq/旬、セシウムー137: 500Bq/kgを用いて評価した結

果、クリアランスレベルで用いられた最も厳しいシナリオ(壁材として使

用した場合の居住者(子ども)の外部被ぱく)で評価した場合でも 362μ

1 



Sv/年との結果であった。これは、平常時に原子力施設が公衆に与える被ば
く限度である 1mSv/年を下回るものであり、このセメントにより放射性物
質を含むことによる健康への影響が起こることは考えがたい。

(3)下水汚泥のコンポスト(肥料)としての利用について、多様な農地及び

作物に関して短期間に十分に評価することがで、きないため、当面自粛する

ことが適切である。

|3.共通的事項|
( 1 )下水処理場において、外部放射線による実効線量が電離放射線障害防止

規則(昭和47年労働省令第41号。以下『電離則jという。)第3条第1項

に定める基準(3月につき1.3mSv (2. 5μSv/h))を超える恐れがある場合、
又は下水汚泥等が電離則第2条第2項の定義に該当する放射性物質に該当

する場合には、作業員の安全を確保するため、電離良IJの関連規定を遵守す

る。

なお、下水汚泥等が電離則第2条第2項の定義に該当する放射性物質に

該当する場合には、それをセメント原料、路盤材等として受け入れる事業

場においても、電離則の適用の可能性があることに留意する。

(2)これまでの脱水汚泥の測定では、測定方法の異なるストロンチウムー90の

測定は行われていないが、福島県内での環境モニタリングの測定結果に照

らしでも 1慨をはるかに下回っている。今後、下水汚泥についてもストロン

チウム-90の測定を行うことが望ましい。

(3)脱水汚泥の放射能濃度には地域差や降雨の有無等による日々の変動があ

ると考えられる。また、その性質上、生じた汚泥を希釈する以外に、下水

道管理者やセメント事業者等が放射能濃度を管理することは難しい。算出

結果に対数的な処理を行って規定されている放射能漫度の上限値は、一種

の「目安Jであり、規定されている値を上回る場合でも桁が同じであれば、

放射線防護上の安全性について大きく異なることはないと考えられる。目

安とした放射能濯度を超える値が測定された場合も、必ずしも回収等を行

わずとも放射線を受ける量を計算で評価すること等により、適切に対処す

べきである。

|4.適切な管理及び処分方法について|
( 1 )管理型処分場の埋立敷地内等において脱水汚泥等を仮置きした場合、セ

2 



，J 

シウムは不溶性であるが、安全性を確認するため、県等が、地下水及び公

共用水域へ放流される浸出水処理水中の放射性物質の濃度を測定し、必要

に応じて飛散防止対策や立入制限を行う等、適切な管理を行う必要がある。

(2)管理型処分場の埋立敷地内等に仮置きした脱水汚泥等 (1.(2))につ

いての管理期間等や保管している滅容化処理を行った物 (1. (1))の処

分方法については、引き続き検討する。

なお、今後、検出実績を大幅に上回る放射能漫度が脱水汚泥等から計測され

た場合には、その取扱いに関する考え方を改めて検討することとする。
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別紙

汚泥の袋担分析結果

(1)企業式鍵家処理場

絡2生名 市町所在村名 間奪回
汚君主主担分指摘栗田qIka:)

備~
Ca-13.t C-137 句会計 ト131

4月30B 13.000 日A叩 28.4∞ 芳混

県中浄化センター 濁山市

4月初日 1回・0叩 181，創)0 334~αx) ~融スラグ

5~2日 3田頃嗣 筒Bi叙)() 持S訓調。 5.4相

堀河町-*処理場 福島市

sft4B 幻eぷlO Z拘.000~ 6，160 

Ss3B 7，8鈎 8，2.80 16.100 9616月2日に揮取した汚泥

損壊処理場 事山市

5月3日 3.nD &例。 7，5曲・ 個 4月25日に採取した汚君

原町.. ー下水処理糧防相島市 5J12B 4.560 4，820 9，380 92 

北部浄化包ゆー いわき市 5112日 3，470 3，89。 7，160 乙荷。

E腹部浄化セン少ー いわき市 5月28 れ例。 1.D9!) 2.1却 4才?
Lーー L.・E・-

(2)分費支..案処理場

所在
関ヨfB

君翠績種分折結果但qIICC)
骨司，施民名 市町村名 Ca-1M Ca-137 c.合計 ト131

県私制ヒセンター 国毘町 5}12B 1，430 1.410 2.鎖国目 4ω 

お町ごら鴻器包，ター炉本訟指 sn..a 1，3ω 1.3嶋 2.1伺@ 銅

51138 ND NO NO ND 湾ー走平成由舞23金年持4制R9:平日成n年9月l 
羽~器包，ター 調賀川市

涛10躍BのM量平生成時2除3aFzSpRa2uB年4月5月38 71 8s 1tU 25 

大意舞水車場セシ
田村市 5月46 ?帥 百' 1.5加 泣2

タ

白河領市環境セン 自身市 5月28 813 812 t.s:耳目 -t8 
タ

百婦特大平浄化セン
百'村 5s3B 1oe 186 話Z ND 

タ

5月3自 1，2i担B t.330 色刷。 制限水直後の汚泥

舎建若松市持化ヱ渇 会埠若松市

原申発の芳事君故以でも前みかがらら屋入外りで'J&成5月3日 &尉調。 9.2:ぬ 17.71∞ 298 

喜多方浄佑センター 喜多方市 5月3a 幻5 531 1.110 304 

田島留市環境包' 商会海町 5月3日 局 37 61 ND 
タ

回7 898 1.750 44 '汚足

3S，700 3S，800 な500 泊9U:いじNC渓〉
中旬浄化センター いわき市 51138 

s原{当発時}事.aJこ発生した鍵え艶17，400 18，3∞ 35.'冗淘 21 

NO ND ND ND Ef議発}事故MI=J註した強えa
t i L --"--
縫いわ倉市内の4終家処理場{京旬、北師、甫旬、中部〉から先生する汚走を焼却処理して発生じたもの

?鴻:間7Jl
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大気浮遊塵の技種分析結果

(1 )合流式終末処理場

施設名 市町所在村名

堀河町終末処理場 福島市

横塚処理場 郡山市

原町第一下水処理場 南相島市
F 

北部浄化センター いわき市

東部浄化センター い才コき市

(2)分流式終末処理場

施設名 市町所在村名

県北浄化センター 国見町

あだたら清流センター 二本松市

羽山滑走t!~ 須賀川市

大滝根水環壕也みー 田村市

白河都市環境センター 白河市

タ西ー郷村大平浄化セン 白河市

会津若松市浄化工場 会津若松市

喜多方浄化センター 喜多方市

田島都市環境センター 南会津町

中部浄化センター いわき市

調査日

5月2目

5月4日

5月3日

5見2日

5月2日

5J=t~8 

調査日

5FJ2日

5月4日

5JJ3日

5F!4日

5月2日

5月3日

5月3日

SfJ3日

5月3日

5月3日

大気浮遊塵核種分続結果(Bq/m3)

測定場所 Cs-l34 Cs-137 ト131

風上 ND ND ND 

風下 ND ND ND 

風よ ND ND ND 

風下 ND ND ND 

風よ NO ND ND 

風下 ND NO ND 

風上 ND ND ND 

風下 NO 0.721 ND 

風上 ND ND ND 

風下 ND ND ND 

風上 ND ND ND 

風下 ND ND NO 

大気浮遊塵犠種分析結果但q/m3)

測定場所 Cs-l34 ， Cs-137 1-131 

風よ .ND ND ND 

風下 NO ND ND 

風土 NO ND ND 

風下 ND ND NO 

風上 ND ND ND 

風下 NO ND ND 

風土 NO ND ND 

風下 NO ND NO 

風土 NO ω22 ND 

風下 ND O.閃8 NO 

風土 ND ND .ND 

風下 ND ND ND 

敷地肉 ND ND ND 

敷地内 ND ND ND 

風よ ND ND ND 

風下 ND ND ND 

風よ ND ND ND 

風下 ND ND ND 
※会津若松市浄化工場と喜多方浄化センターの測定箇所は1箇所



(3) 農業集落排水処理施設(来・〕

施設名 市町所村在名 調査日
大気浮遊車検種分析結果(Bq!m3)

測定場所 Cs-134 Cs-137 ト131

玉井第2 大玉村 5月4日
風上 ND ND ND 

風下 ND ND ND 

本沼 白河市 5月2日
風上 ND 臥643 ND 

風下 ND ND NO 

羽太 西郷材 5JJ3日
風上 ND ND ND 

風下 ND ND ND 

野老沢 柳津町 5月4日
風上 ND ND ND 

風下 ND ND ND 

※当初予定していた3施震(吉町(南会簿町〉、木之崎(須賀川市)、草野(飯舘材))については、汚泥が
採取できなかったため￥実施しなかった。
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別添2

基安発o5 1 7第2号
平成 23年 5月 17日

厚生労働省労働基準局

安全衛生部長

「福島県内の下水処理副次産物の当面の取扱に関する考え方J等について

東日本大震災により発生した福島第一原子力発電所の事故に関し、 f福島県内

の下水処理副次産物の当面の取扱いに関する考え方Jについて、平成23年5月

12日に、別添のとおり原子力災害対策本部の文書が示されたところです。

この考え方を踏まえて、下水処理副次産物の取扱い業務を労働者に実施させ

る場合の電離放射線障害防止規則(以下「電離則jという0)の適用等について、

下記のとおりとすることといたしましたので、了知いただくとともに、貴管内

市町村にも周知いただきますようお履いします。

記

1 下水処理場において、下水汚泥等が電離則第2条第2項の定義に該当する

放射性物質に該当する場合又は下水汚泥等の近傍における外部放射線による

実効線量と空気中の放射性物質による実効線量が電離則第3条第1項に定め

る基準 (3月につき1.3ミリシーベノレト (1時間につき 2.5マイクロシーベ

ルト))を超えるおそれがある場合には、電離則の関連規定を遵守する必要が

あること。

なお、放射性物質に該当する下水汚泥等をセメント原料、路盤材等として

受け入れる事業場においても 電離則の適用の可能性があることに留意する

こと。

2 放射性廃棄物に該当する下水処理場からの汚泥等を運送又は受入れる事業

場が適切に被ばく管理等を行うためには、搬出される下水汚泥等の有害性情



報を運送又は受入れる事業者に適切に伝達されることが必要であること。こ

のため、下水処理場等放射性物質に該当する下水汚泥がある下水処理場は、

放射性物質に該当する下水汚泥等を搬出する際に、搬出される下水汚泥等の

放射性核種の種類、数量、濃度等について、運送又は受入れる事業者に対し、

文書により通知する必要があること。
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別添3

電離則第2条第2項に該当する下水汚泥等がある下水処理場

(注)以下の情報は、通達発出日において公表されている資料であり、今後、新たな情報が明らかに

なる可能性があるので、管内の下水処理場からの発表に注意すること。また、下水汚泥等を受け

入れるセメント工場等については、福島県外のものもあることに留意すること。

福島県

所在 汚泥核種分析結果(Bq!kg)
備考施設名

市町村名
調査日

C s -134 C s -137 Cs 合計 1 -131 

4月30日 13，000 13，400 26，400 汚泥

県中浄化センター 郡山市

4月30日 165，000 169.，000 334，000 溶融スラグ

5月2日 158，000 168，000 326，000 5，440 

堀荷町終末処理場 福島市

5月4日 216，000 230，000 446，000 6， 160 

5月3日 7，860 8，280 16， 100 96 
5月2日に採取し

た汚泥

横塚処理場 郡山市

5月3日 3， 720 3，940 1，660 69 
4月25日に採取
した汚泥

5月3日 1，280 1，330 2.610 61 脱水直後の汚泥

会津若栓市浄化工
会津若栓市

場 原発事故以前から

5月3日 8，500 9，230 17， 700 298 屋外で熟成中の汚

泥でもみがら入り

857 896 1， 750 446 汚泥

35， 700 36，800 72，500 339 ばいじん(※)

中部浄化センター いわき市 5月3日

17，400 18，300 35， 700 215 
原発事故後に発生

した燃え殻(※)
， 

ND  ND  ND  ND  
原発事故前に発生

した燃え殻(※)

※ いわき市内の4終末処理場(東部、北部、南部、中部)から発生する汚泥を焼却処理し
て発生したもの

!業r-



栃木県

下水道施設名

下水道資源化工場

(宇都宮市茂原)

茨城県

下水処理場

那珂久慈浄化セ

ンター

試料採取日

5月2日

採取日

5月3日
5月.3日

試料名

脱水汚泥

焼却灰

試料名

焼却灰

Cs134， C5137合計
(sq/kg) 

32，000 

放射能濃度 (sq/kg)

放射性ヨウ素 放射性セシウム

290 49tl 
120 17，020 I 

官、.届・τ


